
役員に就いている退職公務員等の状況等の公表

「特殊法人等整理合理化計画 （平成１３年１２月１９日閣議決定）及び「公務員制度改革大綱」」
（平成１３年１２月１５日閣議決定）に基づき、当法人及び子会社等の役員について、退職公務員等
の状況を公表するものです。

１ 公表の基準日
平成１８年１０月１日

２ 子会社等
当法人の子会社及び一定規模以上の委託先

（１）子会社
当法人が、他の会社等の財務及び営業又は事業の方針を決定する機関（株主総会その他

これに準ずる機関をいう。以下「意思決定機関」という ）を支配している場合における。
当該他の会社等（子会社が、他の会社等の意思決定機関を支配している場合における当該
他の会社等を含む ）。

（２）一定規模以上の委託先
売上高に占める当法人の発注に係る額が３分の２以上である法人

３ 退職公務員等
退職公務員及び独立行政法人等（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成

１３年法律第１４０号）の対象法人）の退職者

法人名：独立行政法人森林総合研究所 （平成１８年１０月１日現在）

役 職 氏 名 就任年月日 経 歴
昭和３５年 ９月 文部省採用

平成１７年４月 １日 昭和６１年 ６月 東京大学教授理事長 大熊 幹章
元 （財）日本住宅・木材技術センター

平成１７年４月 １日 昭和４９年 ４月 農林省採用理 事 川喜多 進
平成１４年 ４月 東北森林管理局長

平成１８年４月 １日 昭和５０年 ４月 農林省採用理 事 石塚 和裕
平成１３年 ４月 （独）森林総合研究所企画調整部長

平成１７年８月 １日 昭和４３年 ７月 文部省採用理 事 久田 卓興
平成１４年 ４月 （独）森林総合研究所研究管理官

昭和３８年 ４月 農林省採用

平成１７年４月 １日 平成 ２年 ４月 林業講習所長監 事 真柴 孝司
現 （社）全国林業普及協会(非常勤)
現 （社）林木育種協会

昭和４３年 １月 文部省採用

平成１５年４月 １日 平成 ８年１０月 林野庁森林総合研究所次長監 事 井上 敞雄
平成１７年 ５月 機能性木質新素材技術研究組合顧問(非常勤)

（現職）

子会社等：財団法人林業科学技術振興所（一定規模以上の委託先 （平成１８年１０月１日現在））

役 職 氏 名 就任年月日 経 歴
昭和４２年 ７月 文部省採用

平成１１年 ４月 林野庁森林総合研究所次長

平成１３年６月 １日 平成１６年 ６月 （社）日本林業技術協会監事（非常専務理事 金谷 紀行
勤 （現職）（常勤） ）

平成１６年 ６月 （社）林業薬剤協会理事（非常勤）

（現職）

平成１２年５月３０日 昭和４３年 ３月 農林省採用理 事 今村 浩人
平成 ８年 ４月 林野庁森林総合研究所支所長(非常勤)
昭和４５年１０月 農林省採用

平成１２年５月３０日 平成１０年 ３月 林野庁森林総合研究所支所長理 事 河原 輝彦
平成１１年 ４月 東京農業大学教授（現職）(非常勤)
昭和３９年 ４月 農林省採用

平成１５年６月 １日 平成１３年 ３月 （独）森林総合研究所理事長理 事 廣居 忠量
平成１５年 ４月 （財）山科鳥類研究所客員（現職）(非常勤)



独立行政法人等の役員に就いている退職公務員等の状況等の公表について

 注）１公表の基準日
 平成１８年１０月１日

 ２子会社等
 当法人の子会社及び一定規模以上の委託先
 (1)子会社

 (2)一定規模以上の委託先
 売上高に占める当該法人の発注に係る額が３分の２以上である法人

 ３退職公務員等
 退職公務員及び独立行政法人等（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成13年法律第140号）の対象法人）の退職者

法人名：独立行政法人林木育種センター
（平成１８年１０月１日現在）

役 職 氏 名 就 任 年 月 日 経 歴
理 事 長 田 野 岡   章 平成１７年 ４月 １日 昭和４８年 ７月 本州製紙株式会社入社

平成１５年 ６月 王子製紙株式会社原材料本部上席主幹

理 事 田 所 雅 之 平成１７年 ４月 １日 昭和５２年 ４月 農林水産省採用
平成１５年 ４月 林野庁森林技術総合研修所長

監 事 森   徳  典 平成１５年 ４月 １日 昭和３８年 ４月 農林省採用
（非常勤） 平成 ５年 ３月 林野庁森林総合研究所生物機能開発部長

平成１２年 ４月 （財）国際緑化推進センター（現職：顧問・主任研究員）
監 事 渡  邊  恒 平成１７年 ４月 １日 昭和３９年 ４月 農林省採用
（非常勤） 平成 ４年 ８月 林野庁高知営林局長

平成 ６年 ４月 日本製紙連合会（現職：顧問）

子会社等：（社）林木育種協会（一定規模以上の委託先）
（平成１８年１０月１日現在）

役 職 氏 名 就 任 年 月 日 経 歴
専務理事 森   好 弘 平成１３年 ５月２９日 昭和３５年 ４月 農林省採用

平成 ７年 ４月 林野庁管理課管理官

理 事 栄 花  茂 平成１５年 ５月２９日 昭和３７年 ４月 農林省採用
（非常勤） 平成 ３年１０月 林野庁林木育種センター育種部長

平成１２年 １月 （社）林木育種協会（現職：首席主任研究員）
監 事 喜  夛  弘 平成１３年 ５月２９日 昭和４１年 ４月 農林省採用
（非常勤） 平成 ６年 ８月 林野庁林木育種センター所長

平成 ９年 ６月 （社）日本森林技術協会（現職：専務理事）
監 事 茂 田 和 彦 平成１７年 ５月２９日 昭和４０年 ４月 農林省採用
（非常勤） 平成 ５年 ４月 林野庁管理課監査室長

平成 ７年 ８月 （社）国土緑化推進機構（現職：常務理事）

 「特殊法人等整理合理化計画」（平成13年12月19日閣議決定）及び「公務員制度改革大綱」（平成13年12月15日閣議決定）に基づき、当該法人及び当法人の
子会社等の役員について、退職公務員等の状況を公表するものである。

 当法人が、他の会社等の財務及び営業又は事業の方針を決定する機関（株主総会その他これに準ずる機関をいう。以下「意思決定機関」という。）を
支配している場合における当該地の会社等（子会社が、他の会社等の意思決定機関を支配している場合における当該地の会社等を含む。）




